「社会福祉施設等従事者調べ」記載要領
１　調査の目的
本調査は、毎年春と秋に行われている叙勲及び褒章の潜在候補者を把握するためのものである。
２　調査時期
　　令和６年４月１日現在
３　「社会福祉施設等従事者調べ」記入要領
（１）「施設の種類」欄は、社会福祉法第２条第２項及び第３項に掲げる施設の種類を記載してください。（例　児童養護施設、保育所）
（２）「設置主体」欄は、施設を設置した団体等の名称を記載してください。
　　　（例　○○市、社会福祉法人○○会）
（３）「経営主体」欄は、実際に施設を経営している団体等の名称を記載してください。
（４）「施設従事者経歴等」欄について
ア　記載する従事者は、調査時期において年齢５０歳以上で該当分野の従事年数１５年（２０、２５年）以上（他の施設の経歴があればその通算）の者で次に掲げる者。（元職でも可）
	分　　野
	勤務箇所
	職　　　　務
	従事年数

	社会福祉施設の
長
	社会福祉法第２条に定める施設
	第一種社会福祉施設の長
	２０年以上

	
	
	第二種社会福祉施設の長
	２５年以上

	
	
	　　　　　　　内、認定こども園長
	１５年以上

	精神的肉体的に
著しく労苦の多
い環境において
業務に精励した
者
	(1) 知的障害児（者）施設、肢体不自由児（者）施設、児童自立支援施設、救護施設、重症心身障害児（者）施設（病棟）、進行性筋萎縮症児施設（病棟）又は特別養護老人ホーム
	入所児（者）と起居を共にし、日常生活の介護、指導を行う保育士、介護職員、寮母、指導員等、看護師、看護助手、マッサージ指圧師又は理学・作業療法技術職員
	２０年以上

	
	
	洗濯夫
	２５年以上

	人目につきにく
い分野にあって
多年にわたり業
務に精励した者
	(2) 児童養護施設、盲ろうあ児（者）施設、養護老人ホーム等の入所施設たる社会福祉施設で(1)以外のもの
	入所児（者）と起居を共にし、日常生活の介護、指導を行う保育士、介護職員、寮母、指導員等、看護師、看護助手、マッサージ指圧師又は理学・作業療法技術職員
	２０年以上

	
	(3) 山間へき地に所在する医療施設又は社会福祉施設等（(1)及び(2)に掲げるものを除く。）
	看護師、保育士、保健師、助産師、その他の専門職員
	２５年以上

	
	(4) 保育所（幼稚園や児童館は含まない。）
	保育士
	２５年以上


　　　※社会福祉施設の長の場合、施設の長のみの年数が要件を満たしていること。
イ　「職名」欄は、役職名等を記入する。（例　技師、主任保育士、看護師長）
ウ　「経歴等」欄は、現在まで従事（勤務）した社会福祉施設ごとに「職種」及び「期間」を年代順に記載する。
エ　「従事施設名（種別）」欄は、社会福祉法に定める第一種、第二種の別を括弧書きで記載する。
オ　「賞罰」欄は、知事表彰、厚生労働大臣表彰、褒章等を受賞（章）している場合にその受賞（章）年月日と併せて記載する。
カ　「備考」欄は、社会福祉施設以外の勤務経歴がある場合、その勤務先及び期間を記載する。また、保育士資格を有する者については、資格取得年月日を記載してください。
　（５）　その他
ア　複数の枚数にわたる場合は、必ず調査表の右上に「○枚中○枚目」とそれぞれ記載してください。
イ　前回調査（令和４年４月１日）後、退職した者についても記載してください。
ウ　認定こども園長については、社会福祉法第２条第３項に基づき第２種社会福祉施設となる保育所及び旧幼保連携型認定こども園（平成２７年３月３１日までに設置されたもの）園長及び幼保連携型認定こども園の園長を通算して１５年以上従事歴があれば記載してください。
４　「ホームヘルパー調べ」記入要領
（１）対象者は、下記に基づくホームヘルパーであって、現職かつ継続して２０年以上の勤務年数を有している者とします。（公務員である場合は「備考」欄にその旨記載してください。）
ア　「介護保険法施行令」（平10.12.24政令第412号）に基づく養成研修修了者（訪問介護員）（「ヘルパー区分」欄では、“老”を囲む。）
イ　「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平18.9.29厚生労働省告示第538号）第一条に規定される者（「ヘルパー区分」欄では、“障”を囲む。）
ウ　「難病特別対策推進事業について」（平10.4.9健医発第635号保健医療局長通知）に基づく難病患者等ホームヘルパー（「ヘルパー区分」欄では“難”を囲む。）
（２）年齢は調査時期において５０歳以上の者とします。
※上記に基づかないホームヘルパーであっても、施行等以前に同様の業務に従事していた者については対象としてください。
５　「社会福祉法人の理事長等調べ」記入要領
（1） 貴市が所管するすべての社会福祉法人について記入してください。
（2） 「設立された当初行っていた事業内容」欄は、社会福祉法人として認可を受ける際に行っていた事業を記載してください。
（3） 「社会福祉法人の設立者」と「現在の理事長」が同じ場合は、理事長生年月日以降の調査にも回答してください。「社会福祉法人の設立者」と「現在の理事長」が異なる場合は理事長生年月日以降の調査を記載する必要はありません。
